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宇部興産株式会社説明会

技術の翼と⾰新の⼼。
世界にはばたく私たちのDNAです。

宇部興産株式会社

2018年11⽉
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Ⅰ 宇部興産の概要

Ⅱ 中期経営計画の進捗

Ⅲ 株主還元の考え⽅

説明内容
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宇部興産の概要Ⅰ
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会社概要

◆社名 宇部興産株式会社
◆創業 1897（明治30）年６⽉
◆設⽴ 1942（昭和17）年３⽉
◆代表者 ⼭本 謙

◆本社 （東京）
（宇部）

◆売上⾼
◆営業利益
◆純資産
◆連結⼦会社数
◆連結従業員数
◆上場取引所
◆単元株式数

東京都港区芝浦
⼭⼝県宇部市
6,955億円 (2018年3⽉期）

502億円 (2018年3⽉期）

3,368億円 (2018年3⽉期）

70社 (2018年3⽉期）

10,799⼈ (2018年3⽉期）

東京・福岡 (1949年上場）

100株
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経営理念・グループビジョン

経営理念︓
「共存同栄」「有限の鉱業から無限の⼯業へ」

UBEグループは1897年、発祥の地、宇部で始めた⽯炭採掘事業以来、時代と産
業構造の変化に対応し、常に⾃⼰変⾰を⾏ってきました。
その中で⼀貫して変わらなかった価値ーそれが「技術」と「⾰新」です。
独創的な技術⼒による「モノづくり」中⼼の事業活動と、時代を先取りし、変化を怖

れないチャレンジ精神は、現在もUBEグループ共通の価値観として、脈々と受け継が
れています。

初代社⻑ 渡辺 祐策

グループビジョン︓
技術の翼と⾰新の⼼。世界にはばたく私たちのDNAです。
フロンティアスピリットを胸に無限の技術で世界と共⽣するUBEグループは、
モノづくりを通して次代の価値を創造し続けます。
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品質検査上の不適切⾏為について

■再発防⽌策
1. 取締役会は品質に関わるガバナンスを強化する
2. 経営陣は、品質重視の姿勢を明確にし、意識改⾰に率先して取り組む
3. 当社グループ構成員に「品質に対する意識」「お客様⽬線での判断」を植え付け、⾵⼟改⾰を図る
4. 当社グループの品質保証に関する統制と関連部署間の連携強化を図る
5. 品質に関する基盤を強化する

■経緯
2018年 2⽉23⽇ 低密度ポリエチレン製品における不適切⾏為を公表
2018年 6⽉ 7⽇ 調査報告書、再発防⽌策、役員報酬減額を公表
2018年 10⽉ 2⽇ 補充調査の完了ならびに⼀連の調査の完了を発表
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120年の歴史

現在

1897年

1923年

1933年

1914年

1942年合併
宇部興産(株)設⽴

匿名組合
沖ノ⼭炭鉱

沖ノ⼭炭鉱(株)
（⽯炭の会社）

宇部セメント製造(株)
（セメントの会社）

宇部窒素⼯業(株)
（化学の会社）

宇部鉄⼯所(株)
（機械の会社）

匿名組合
宇部新川鉄⼯所

⽯炭事業
輸⼊販売炭、
卸電⼒発電

セメント事業
セメント・⽣コン
各種建材、耐震補強
⽯灰⽯関連製品

化学事業
ナイロン樹脂／原料、
⼯業薬品、合成ゴム、
電池材料、ポリイミド、
ファインケミカル、
機能性材料

機械事業
ダイカストマシン、
射出成形機、
産業機械、橋梁

化学カンパニー
医薬事業部

建設資材カンパニー

エネルギー・環境事業部

機械カンパニー

沖の⼭鉱業所
(1962年 閉⼭)

宇部セメント⼯場
セメント、
Mgクリンカー、
⽣⽯灰、消⽯灰

宇部窒素⼯場
硫安、尿素
アンモニア、
カプロラクタム、
フェノール樹脂

宇部鉄⼯所
ロッシェミル、
ダイカストマシン、
押出プレス、
射出成形

経営理念︓「共存同栄」「有限の鉱業から無限の⼯業へ」
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事業概要（事業別売上⾼シェアと主要製品）

• 成形機（射出成形機／ダイカストマシンなど）
• 産業機械
• 橋梁

 2017年度 連結売上⾼︓ 6,955億円

※︓事業間の内部売上等があるため、シェアを合計しても100%にはなりません

• 合成ゴム
• ナイロン樹脂／原料
• ⼯業薬品

• 電池材料
• ファインケミカル
• ポリイミド
• 機能性材料

• ⾃社医薬（創薬）
• 受託医薬
• ジェネリック

• セメント／⽣コン
• 各種建材
• カルシア／マグネシア

• ⽯炭貯蔵／販売
• ⾃家発電／売電

化学
売上シェア44%
（3054億円）

医薬
売上シェア1％
（102億円）

建設資材
売上シェア34%
（2,388億円）

機械
売上シェア13%
（901億円）

エネルギー・環境
売上シェア10％
（713億円）

※
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⾝近なUBE製品① -⾃動⾞-

タイヤ︓合成ゴム

インテークマニホールド︓ナイロン６

エンジンカバー︓ナイロン６

ドアミラー︓ＡＢＳ樹脂

インパネ︓射出成形機

エンジンブロック︓ダイカストマシン

⾞載ディスプレイ︓ポリイミド

タイヤ窒素充填︓ガス分離膜

電気／ハイブリッド⾃動⾞電源︓電池材料

バンパー︓射出成形機、(コア材)押出プレス

塗装原料︓⾼機能コーティング材料

シート⽤⼈⼯⽪⾰原料︓⾼機能コーティング材料

グロープラグ︓セラミックス

燃料チューブ︓ナイロン１２

テールランプＬＥＤ︓有機⾦属化合物

インテークマニホールド

燃料電池⾞ MIRAI搭載
⽔素タンク︓ナイロン6
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⾝近なUBE製品②（航空・宇宙、エネルギー・環境、⼀般産業、インフラ）

海底ケーブル被覆︓ポリエチレン

⼈⼯衛星熱制御フィルム︓ポリイミド

⿂網︓ナイロン６

⾶⾏機断熱材︓発泡ポリイミド

肥料︓硫安 ビル、道路︓セメント、⽣コン

⾵⼒発電軸受け︓セラミックス

⼤規模施設、住宅︓建材

ガスパイプ︓ナイロン１２

地盤改良⽤固化材

橋梁

タンカー防爆︓ガス分離膜

廃棄物︓セメント原燃料化

製鉄︓⽯灰⽯関連製品

光通信網︓光ケーブル資材

燃料︓⽯炭

⼈⼝衛星×太陽電池(イメージ） ⼤型ベルトコンベア
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⾝近なUBE製品③ -医薬・⽣活関連-

⾷品パッケージフィルム︓ナイロン６

合⽪ソファ︓⾼機能コーティング材料

床材︓セルフレベリング材

壁材

⾷品ラップフィルム

カーペット︓カプロラクタム

電動⼯具、電動⾃転⾞︓電池材料

サッシ︓押出プレス

ゴルフボール、靴底︓合成ゴム

防⽔材

便座、洗⾯台︓ＡＢＳ樹脂

化粧⾹料︓ヘリオフレッシュ®
スポーツ靴︓特殊ナイロン

保存容器︓ポリエチレン

薬︓医薬原体・中間体

カルブロック® タリオン® エフィエント®

⾷品ラップフィルム

⼊浴剤

バスマット
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全国の事業所
宇部地区主⼒⼯場地帯

千葉⽯油化学⼯場
先端技術研究所

東京本社
宇部三菱セメント㈱

苅⽥セメント⼯場

伊佐セメント⼯場

堺⼯場

宇部本社
基盤技術研究所
医薬研究所
宇部ケミカル⼯場
宇部藤曲⼯場
宇部セメント⼯場
技術開発研究所
沖の⼭コールセンター

建設資材事業
東北建材営業所

建設資材事業
広島建材⽀店

建設資材事業
九州建材⽀店

伊佐セメント⼯場

⼤阪⽀店

堺⼯場
⼤阪研究開発センター

名古屋⽀店

建材事業
札幌建材営業所

釧路宇部
別海宇部

北海道宇部運送

北⼀化学

北⾒宇部

北海道宇部
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宇部地区⼯場群のつながり
宇部興産は、創業以来、宇部の地で地域住⺠との共⽣を図りながら、事業に取り組んできました。
UBEグループの⽣産の本拠地であり、創業の地でもある宇部地区に⽯炭の貯蔵基地から化学⼯場、医薬品
⼯場、セメント⼯場、機械製作所、発電所、研究所までが集積していることが⼤きなメリットをもたらしています。
● インフラの共有による優れた競争⼒、環境負荷の低減
● セグメント間の連携が可能
● 豊富な⽔資源や⼤型船の着岸できる港などにも恵まれた⽴地
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全世界の拠点

南通宇部コンクリート
台橡宇部（南通）化学⼯業有限公司

宇部電⼦（無錫）有限公司
宇部⽇東化成（無錫）有限公司

UBE KOREA Co., Ltd.

SUMaterials Co., Ltd.

宇部興産（上海）有限公司
宇部興産機械（上海）有限公司

台湾宇部股份有限公司

LOTTE UBE Synthetic Rubber SDN. BHD.

UBE Singapore Pte., Ltd.

UBE Latin America Servicos Ltda.

UBE America Inc.

UBE Machinery Inc.

UBE Europe GmbH.

UBE Corporation Europe, S.A. 
Unipersonal

UBE Machinery India Private Ltd. 
UBE Industries India Private Ltd. 

UBE Chemicals (Asia) Public Co., Ltd.
UBE Fine Chemicals (Asia) Co., Ltd.
Rayong Fertilizer Trading Co., Ltd.
Thai Synthetic Rubbers Co., Ltd.
UBE Technical Center (Asia) Ltd.
UBE MACHINERY THAI Co., LTD.

UBE Mexico S.de R.L. de C.V.
UBE Machinery Mexico S.A. de C.V.

常熟宇菱電池材料有限公司

U-MHI PLATECH AMERICA
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ʼ18年度の業績予想（主要項⽬）

項⽬ ʻ17年度 ʻ18年度 差異

売上⾼ 6,955 7,400 445
営業利益 502 440 △62
経常利益 507 455 △52
親会社株主に帰属する
当期純利益 316 305 △11

有利⼦負債 1,955 1,850 △105
⾃⼰資本 3,153 3,340 187

⾃⼰資本利益率（ROE) 10.5% 9.4% △1.1%
D/E レシオ 0.62倍 0.55倍 △0.07倍

（単位︓億円）

化学部⾨・機械部⾨の拡販等により増収となるが、⼤規模定期修理の
実施や⽯炭をはじめとする原燃料価格アップにより、増収減益の⾒通し
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Ⅱ 中期経営計画の進捗

Change & Challenge 2018
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中計の基本⽅針

■持続的成⻑を可能にする経営基盤の強化
●利益率を強く意識。コストダウンを徹底。既存商品の収益⼒向上を図る
●連結キャッシュフロー重視は堅持。成⻑のための投資を実施

投資案件の成果を確実に刈り取る
●海外拠点の拡充と国内外グループ会社の連携深化。グローバルな事業環境

の変化にスピーディに対応
●化学部⾨の復活と更なる成⻑に向け、営業利益200億円レベルまで回復。

次の成⻑ステージの出発点に⽴つ

■資源・エネルギー・地球環境問題への対応と貢献
●サプライチェーン全体で、エネルギー使⽤量削減・廃棄物利⽤拡⼤による

温室効果ガス(GHG)削減
2021年度⽬標︓温室効果ガス 15 ％削減（2005年度⽐）

●環境負荷低減に貢献する技術・製品の創出・拡⼤
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中計最終年度の数値計画と進捗

項⽬ 単位 ʻ16年度
実績

D/Eレシオ 倍 0.73
⾃⼰資本⽐率 ％ 40.4
売上⾼営業利益率 ％ 5.7
⾃⼰資本利益率 % 8.7

ʻ18年度
原計画

0.65 以下
40.0 以上
6.5 以上
9.0 以上

項⽬ 単位 ʻ16年度
実績

売上⾼ 億円 6,165
営業利益 億円 349
経常利益 億円 333
親会社に帰属する当期純利益 億円 241
有利⼦負債 億円 2,104
⾃⼰資本 億円 2,865

ʻ18年度
原計画

7,500
500
490
290

2,000
3,200

■経営指標

■主要項⽬
ʻ18年度予想

2Q
7,400 3,482

440 150
455 186
305 123

1,850 1,923
3,340 3,225

ʻ18年度予想
2Q

0.55 0.60
44.5 43.9
5.9 4.3
9.4 －

ʻ17年度
実績

6,955
502
507
316

1,955
3,153

ʻ17年度
実績

0.62
42.4
7.2

10.5
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セグメント別売上⾼・営業利益の計画と進捗

18年度 前提条件（環境要因）
→為替110円/ドル、ナフサ（CIF）540ドル/t、豪州炭（CIF）74.5ドル/t

・⽯炭等の原燃料価格の上昇により、18年度計画は未達の⾒込だが、
打つべき対策の着実な実⾏により、化学部⾨の復活は実現。次のステージへ

（単位︓億円）

セグメント
売上⾼ 営業利益

ʻ16年度
（実績)

ʼ17年度
(実績)

ʼ18年度(予想) ʻ18年度
(原計画)

ʻ16年度
(実績)

ʻ17年度
(実績)

ʼ18年度(予想) ʼ18年度
(原計画)2Q 2Q

化学 2,583 3,054 3,200 1,516 3,450 96 289 225 82 200

医薬 109 102 100 33 90 24 21 5 △0 5

建設資材 2,272 2,388 2,500 1,194 2,500 162 123 125 45 200

機械 716 901 1,000 432 830 36 55 60 13 65

エネルギー
・環境 597 713 800 385 730 28 23 25 10 35

その他 125 47 50 22 180 7 8 10 2 10

調整額 △239 △252 △250 △102 △280 △7 △19 △10 △3 △15

計 6,165 6,955 7,400 3,482 7,500 349 502 440 150 500
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温室効果ガス(CO2等）排出量の削減⽬標(進捗)

⽬標︓2021年度までに2005年度⽐15％削減

■資源･エネルギー・地球環境問題への対応と貢献

苅⽥⼯場の排熱発電設備

持続可能な社会の実現に向け、
経済性に配慮しサプライチェーン全体で
エネルギー使⽤量削減・廃棄物利⽤拡⼤に
よる温室効果ガス削減や、環境負荷低減
などに貢献する技術・製品の創出・拡⼤を
推進します。

0

20

40

60

80

100

2005年度
基準年

2015年度
実績

2016年度
実績

2017年度
実績

2021年度
⽬標

近年の主な施策
・フェノール法アノンへ変更
・廃プラ類の利⽤増
・排熱発電の導⼊

1,420万トン
-GHG

（国内UBEグループ＋海外主要事業所）

（％）

▲12％
▲15％▲14％

1,210万トン

▲14％
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環境貢献型事業の拡⼤（進捗）

2021年度までに売上げ⽐率30％以上を⽬指す

■総売上⾼に対する割合 ︓主な貢献型製品

20

25

30

35

2015年度
実績

2016年度
実績

2017年度
実績

2021年度
⽬標

27％24％
30％

バイオマス燃料

25％

• 合成ゴム（タイヤ⽤途）
• ナイロン（⾃動⾞⽤途）
• リサイクル事業

（セメント・資源リサイクル）
• 省エネ機器

（成形機・エアー浮上コンベア）

• LIB電解液
• LIBセパレータ
• ポリイミド製品
• ガス分離膜
• バイオマス燃料
• ⾼機能コーティング

（1,530億円）

UBEナイロン樹脂製⽔素タンク LIBセパレータ

（％）
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リチウムイオン電池向けセパレータの拡販

■Co2等の排出量が少ない電気⾃動⾞（EV)、ハイブリッド⾞
（HV) 等の販売台数は増加中

■EV、HV等は、リチウムイオン電池で動く仕組み

■リチウムイオン電池の主要部材
であるセパレータは、⾞載向けを
中⼼に拡販中

2015 2016 2017 2018

売上⾼
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リサイクル事業の推進

■セメント主要原料で代替のきくものは、同様の成分を含む廃棄物の
組み合せで代替し、天然原料（粘⼟・硅⽯など）の枯渇を防⽌

■建設発⽣⼟、廃プラスチック、汚泥等の廃棄物をセメントの原料成分
等として取り込むことで、埋め⽴て処分場の延命に貢献。廃棄物を
⾼温で焼くことで発⽣する灰も、セメント原料
として利⽤

■さらに廃棄物処理収⼊を得ることで、
会社の利益拡⼤にも貢献

セメント１トン当た
り447ｋｇの廃棄
物・副産物を利⽤
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バイオマス燃料事業への進出

■⽊質炭化燃料「トレファイドペレット」とは
当社の開発品で、⽊材を加⼯するときに出るおが屑などを原料として
炭化した燃料。⽯炭⽕⼒発電所などで⽯炭と混ぜて使⽤することで、
⽯炭の使⽤量を減らし、Co2等の排出量を削減できる。⾃社利⽤は
勿論、販売することで、顧客のCo2等の排出削減にも貢献。

・実証設備の建設に着⼿。2019年10⽉
⽣産開始予定

・まずは⾃社で利⽤し、使⽤ノウハウ等を
蓄積した後、⽯炭との混合販売をスタート
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Ⅲ 株主還元の考え⽅
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収益⼒の推移

景気後退局⾯での連結経常利益の⾕は着実に切り上がっている
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財務体質の推移
(億円)
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株主還元 （配当⽅針）

■株主還元
・安定的かつ持続的な配当が株主還元の基本
・財務の健全性や将来の投資への備えとのバランスを図りながら
利益やキャッシュフローの状況に応じて⾃⼰株式取得も

・配当と⾃⼰株式取得を合わせた連結総還元性向は原則として３０％以上とする
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（注）当社は、2017年10⽉1⽇付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を⾏っております。

58

18年度（予想）

18年度は1株当たり75円の配当を予定
最⼤取得価額100億円の⾃⼰株式取得を決定
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本資料における将来の⾒通しに関する記載は、当社が現時点で合理的であると
判断する⼀定の前提に基づき作成したものであり、実際の業績はさまざまな要因
の変化によって⾒通しと⼤きく異なる場合があります。
そのような要因としては、主要市場の経済状況、製品の需給、原燃料価格、⾦
利、為替相場などがあります。ただし、業績に影響を及ぼす要因はこれらに限定
されるものではありません。
本資料の著作権は当社に帰属します。本資料のいかなる部分も書⾯による当
社の事前の承諾なく複製または転⽤などを⾏うことはできません。


